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地域の合意形成

　平成22年7月、地元から役場へがけ対策の要望がなされる。
　平成22年7月南牧村役場より県へ要望書が提出される。

地域からの要望経
緯

環境・景観への配
慮項目

他事業・プロジェクト
との関連

事業実施に至る歴
史的経緯・社会的
背景

湯沢
ゆざわ

特記事項
　地元は対策に対しての関心が高いため、避難体制の整備および施設の維持管理について、今後の地元説明会で積極的な関
与を促したい。　　（H24.3土砂災害防止法指定）
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過半数賛成概ね賛成全員賛成

事業説明等の経緯

0 ％

　法枠工法の併用により、既存の健全な立木を残すとともに在来種を中心とした緑化を図り、環境及び景観に配慮する予定。

評価項目・指標等
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8,000
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0

高さ25ｍのがけ下に4件の保全対象があり、災害時要援護者関連施設「障害者等憩の家」がある。後者は地域防災計画上の避
難場所としても位置づけられている。平成22年7月の豪雨時に斜面崩落が発生し、土砂が押し出した。地元から対策の強い要望
が上がっている。
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10戸以上保全対象人家戸数
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費用対効果（Ｂ／Ｃ） 3.4

保全対象公共施設数

保全対象に避難所,避難経路があるか
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防災計画上の位置づけ
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地元の協力
用地等の協力が得
られる
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計画

地域からの要望 高い
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植生の状況
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保全対象の位置 がけ下にある がけ上にある

計　画　概　要
（延長・幅員・面積・工種など）

重力式擁壁工   　L=１００m

H24年度以降残実施内容 同上
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人家等に対する地すべり対策・急傾斜地崩壊対
策

南牧村

国庫支出金

その他

県債

H24年度実施内容

急傾斜地崩壊対策等

過去の災害履歴

保全対象に援護者関連施設がある
か

重要施設あり
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本工事費等ベース
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交通遮断による地域経済などへの影響
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重要性
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中

B/C1.0以上3.0未満 B/C1.0未満

位置づけなし

早期発現度 5年未満 5年～10年未満

B/C3.0以上

30°以上40°未満
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政策評価課
意　　　　　見

その他

保全対象に人家4戸、災害時要援護者施設がある。Ｈ２２は斜面崩壊
も発生しており、早期に対策を行う必要がある。

重要性が認められる。

小　　　　　計

　平成22年7月地元から役場へがけ対策の要望がなされ、県が現地調査を実施する。
　平成23年度に土砂災害防止法の指定にかかわる調査を実施する。

動向不明
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　特になし。


